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研究成果の概要： 
近年高齢化の進行に伴う過疎化現象の兆しが顕著になりつつある雑賀崎集落の変容の実態につ
いて調査分析した。そこでは見かけ上安定的なコミュニティが形成されているものの、住民自
身の感じ方と実態的な将来予測の間には大きな差があり、将来における集落の空洞化現象がほ
ぼ明らかとなった。また防災面においては、老朽化家屋が多数残されていることによる弱点も
浮き彫りにされたため、住民とのワークショップをとおし、自主防災体制強化を含めた課題に
ついて基礎資料を作成した。 
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2007年度 2,000,000 600,000 2,600,000 
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総 計 3,500,000 1,050,000 4,550,000 
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（１）中心市街地に隣接する過疎高齢化村落の課題

１．研究開始当初の背景 
和歌山県内の農山漁村は、急峻な地形を背景

に、各地域の特質にそった集落が形成されてい

る。そこに育まれた精神文化としての地域性は、

家並みや民家の風景となって、生活空間の特徴

を作り上げてきた。ところが全国的な高度成長

期を迎えた 1960 年代後半以降、集落は大きな

変容を遂げ始めた。 

なかでも傾斜地に立地し特徴的な風景を生

み出している雑賀崎地区は、和歌山市の中心市

街地に近接し、生活の近代化を従来の集落環境

に適合させるために、住空間は様々な変容を迫

られてきた。 
雑賀崎集落については過去 35 年間にわたる

変容の歴史を観測してきており、その継続は重

要な意味を有しており、近年再び集落インフラ

整備のひとつとして下水配管工事が行われ、一

斉に衛生設備の更新に伴う住環境の激変が進

行し始める時期に直面している。 

従来の研究の経緯は、1971年に行われた雑賀
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崎集落内中ﾉ丁筋の間取り調査資料（旧資料：

当時神戸大学学生平山明義氏らのグループに

よるフィールドノートの一次資料）を解読し、

改めて詳細な悉皆調査として、同一地区中ﾉ丁

筋の間取り実測をはじめとした生活環境調査

を1998年、1999年の2年間にわたり実施した。 

新調査により得られた結果を裏づけの参照

資料として、旧資料にも同様の図面化によるデ

ータ化を施し、双方の資料を比較し、約 28 年

間にわたる生活変容の実態と特質を明らかに

してきた。 

しかしその後わずか 7 年から 8 年を経過し、

ここにきて下水インフラの再整備を契機とし

て、旧家屋の取り壊し、改修が大きな波となり

つつあり、まさに再び目前の変化が起こり始め

ている。その意味では激変の兆候を見せつつあ

る集落の根底に起こりつつある変容の実態を、

改めて正確に把握することは、高齢化を迎えた

新たな社会のライフスタイルを見出していく

べき機会と捉えなくてはならない。 

雑賀崎集落における現在までの研究成果に

おいて、世代間の住居の継承を契機として、親

族間の住領域は膨張収縮を頻繁に繰り返して

いることが明らかにされた。 
 この変容には結合と分離の原理が働いてお

り、一戸の分割に向かう場合は、明快な生活領

域の切り離しが行われる。一方、家屋の購入に

よる増床の際には、居住領域をほぼ隣接させる

ような強い吸引力として現象してきた。これは

親族間において、所帯の単位が分離されること

を前提として、上記の傾向は立地条件が傾斜の

急峻な部分において顕著となっていた。これは

残存居住者の生活圏が、血縁関係を強い絆とし

て組み立てられていることを示唆しており、傾

斜環境の生み出す特殊な立地の固有性が、居住

面積の有限性と相俟って、分離･結合のシステ

ムを持続させる力として働いてきたと言える。 
しかし近年親族間の居住領域は、単に路地を

空間的媒体として親族相互を分離・結合するの

みならず、目には見えない結合関係のネットワ

ークとして、集落や家屋という物理的，制度的

な括りや境界を超えた血縁・家族的居住単位が

網の目状に拡大し、それが集落と中心市街地の

間に形成される細やかな居住領域への拡大と

して、相互支援の関係にある状態を示唆する傾

向を見せ始めている。 
そのようなかたちで成立している家族・血縁

関係に着目し，それらを「居住の相互支援シス

テム」として位置付け調査・論考をすることに

より、これからの新たな居住に関する地方都市

における集落の中心市街地との相補関係を見

据えた計画・提案に結びつけて行くことが可能

となる。 

これは和歌山県内に多く存在している急傾

斜環境下に形成された集落の典型をなすもの

であり、①高齢化に伴う自立的な生活の質の向

上を最大の課題として、②火災、地震、豪雨に

よる斜面崩壊、台風の直撃、津波などの災害対

応の課題も同時に抱えている。 
したがって高齢化社会を支える相互支援の

ネットワーク化と同時に、防災上のネットワー

ク構築の基礎にも不可欠なものあり、住民の意

識を分析し、実態との関係を明らかにしつつ、

傾斜地における具体的な設計提案に結び付け

ることを将来展望としている。 
このような多くの課題を抱えつつも、見方を

変えてみれば、和歌山市の中心市街地に隣接し

た立地条件を備えており、すでに存在している

都市機能との連携において、これら諸問題に対

応する課題解決に向けた社会システムの再編

成により、新たな集落環境を整備していく可能

性は大きく残されている。 
社会資本への重点的な再編において、コンパ

クトシティ化が叫ばれる昨今、実はその周辺に

立地する農山漁村集落は、コンパクトヴィレッ

ジとして、長く持続してきたコミュニティや居

住環境の長所を生かしつつ、都市機能を享受し

うる条件を備えているとも考えられる。 
その考え方に沿った居住の相互支援システ

ムの活性化を考えるとき、まさに昨年から起こ

り始めた集落の大改修現象は、住民の住環境意

識を浮上させるきっかけをなすものであり、参

加型の研究として積極的に取り組むべき時期

を迎えている。 
 
２．研究の目的 
本研究では、近年再び高齢化の進行に伴う過疎

化現象をはじめとした変化の兆しが顕著になり

つつある雑賀崎集落の変容を追跡調査すること

により、中心市街地に隣接する過疎高齢化村落

の課題とその解決方法を明らかにしようとする

ものであり、空地化、空家化による集落空洞化

の兆候および日常生活の相互扶助の実態から、

顕在的な現象と潜在的な集落環境変容圧力の相

互関係について分析し、中心市街地に隣接する

村落の、課題について研究する。 

またコンパクトヴィレッジとして、長く持続し

てきたコミュニティや居住環境の長所を生かし

つつ、都市機能を享受しうる条件を整えるため

の課題を明らかにし、その解決策について、住

民と共に共有化する。 
特に現時点における防災面においては、老朽化

家屋が多数残されていることによる弱点も観察

されるため、サンプリングとして木造在来構法

住宅数件の耐震診断の調査を行い、集落内にお

ける住宅の耐震性能の傾向を把握すると共に、



 

 

火災時の延焼による危険性や避難経路の有効性

を把握し、住民とのワークショップをとおし、

自主防災体制強化に向けた基礎資料を作成と提

案を行う。 

 
３．研究の方法 
既往の調査、研究で明らかにした雑賀崎地区

の集落環境および居住環境の新たな通時的変

化を捉えるとともに、サンプリングとして選定

した個別の事例に対し、詳細なヒアリング調査

を実施し、生活の変遷と住居の変容、親族のネ

ットワークを主体とした相互扶助の実態を把

握し家族の変遷と住居の変容過程、親族ネット

ワークによる相互支援の実態について分析す

る。 
集落内の空間的な調査においては、CAD に

よる図面化、街路の実測調査を踏まえた集落環

境基礎資料の整備を過去の補足調査として継

続的に推進する。その上で個別詳細調査の作業

を通し、地図や図面情報では把握しきれない集

落内ネットワークの構成を明らかにし、生活の

実態と変容の過程で、現存集落が意識していな

かった長所や問題点を抽出する。またそこにど

のような力が働いているかを検証することに

より、傾斜地に置かれた住環境の変容を、社会

的な連携の特性として分析する。 
調査対象世帯の選定に当たって、2007 年度は日

常生活における親族関係に重点をおいた相互支

援のネットワーク化の実態を明らかにし、2008
年度はその上に立った防災のネットワーク構築

に重点をおき、総体としての居住の相互支援シ

ステムの強化とその活性化を目指して調査研究

を推進する。 
 
主な作業内容は集落の悉皆アンケート調査、対

面ヒアリングとそれにともなう実測調査、デー

タ入力、住民との意思疎通のためのワークショ

ップ開催などである。 

雑賀崎集落全体の傾向について論考する必要性

から、既往研究により家屋の図面データを明ら

かにしてきた中ノ丁路地の世帯のほかに、対象

地域を雑賀崎集落全域（新道地区は除く）に広

げ、新たな調査対象世帯として加える。 
 研究対象として加えた事例に関しては、事前

にその住宅形式等を把握することが難しいため、

訪問調査日に合わせて簡易な実測調査を実施し、

その場でヒアリング調査に用いるとともに、後

日、写真等と合わせて図面化して分析に用いる

ものとする。 
訪問ヒアリング調査においては、データ整理を

行う途中で重要視すべき案件や不明な点が出て

きた場合には、複数回にわたって訪問調査を行

うことで、分析の信頼性・整合性を高めるもの

とする。 
上記調査で明らかとなった相互支援のネットワ

ーク化の実態が、中心市街地に隣接した立地条

件において、その利点をどのように生かしてい

くことが出来るかについて、悉皆アンケート調

査を実施し、都市機能への依存傾向と疎外傾向

を、社会資本や社会サービスの利活用実態、各

種都市施設利用における移動手段、高齢者の意

識などを、中心市街地と村落の相補関係を示す

代用特性として評価し、集落生活環境向上の方

途を模索する。 
またこれは同時に、緊急時に対応する防災上の

ネットワーク構築においても不可欠のことであ

り、路地形態とコミュニティ構造の関係性を考

察し、現状の実態を明らかにする。その対策に

ついて、居住者の意向を反映した新たな居住支

援システムとして、中心市街地と連携した点的

な生活支援・防災拠点の組み込まれたまちづく

りの提案に結び付けていく。 
４．研究成果 

調査の結果、日常の相互依存関係が重層的に

存在し、見かけ上安定的なコミュニティが形成

されていることが明らかにされた。しかし住民

自身による意識と実態的な将来予測の変化には

大きな差があり、日常生活における心的な認識

が、過去からの慣性力として引き継がれている

ことを示している。 
また住領域の拡散、高齢化、車の使用、半郊外

型量販店への依存など時代的変遷に伴い、子の

市街地への流出傾向を示し、一親等間の世帯分

離が趨勢となっている。その結果将来における

集落の空洞化が懸念される。  
一方社会資本への重点的な再編において、コン

パクトシティ化が叫ばれる昨今、その周辺に立

地する農山漁村集落は、コンパクトヴィレッジ

として、長く持続してきたコミュニティや居住

環境の長所を生かしつつ、都市機能を享受しう

る条件を備えている点も明らかになった。 
しかし防災面においては、老朽化家屋が多数残

されていることによる弱点も浮き彫りにされた。 
そのため木造在来構法住宅の 9軒において耐震

診断のサンプリング調査を行い、集落内におけ

る住宅の耐震性能の傾向を把握すると共に、火

災時の延焼による危険性や避難経路の有効性を

把握し、住民とのワークショップをとおし、自

主防災体制強化に向けた基礎資料を作成した。 
 
１住領域の分離化傾向と市街地・集落間の相補関

係 

近年親族間の居住領域は、親族相互の近接性

において濃密な分離・結合関係が解けはじめて

おり、集落や家屋という物理的な括りを超えた

血縁・家族的居住単位が網の目状に拡大し、集



 

 

落と中心市街地の間に拡散する傾向を見せ始め

ている。これは、市街地と集落の相補関係とし

て機能しているように見受けられる。 

 
図 2 2008 年における 1親等間の住領域分離 

 

子供の集落外（Ｓ、Ｎ地区）への転居 

疑似地縁化傾向を見せる血縁依存性 

都市集積がもたらす利便性の享受は、集落外

の隣接市街地に住む親族により、担保されてい

る例が多い。また相互依存の地縁性は、濃密な

血縁関係との相同性を基盤として結ばれており、

その広がりの上に、幾重もの地縁的なあるいは

社縁的なグループの重層的なネットワークが、

日常生活の相互依存性として確保されている。 
しかし個別ヒアリングから浮かび上がってく

る住民の日常行動は、集落外に散在する量販店

や診療所などへの点的な広がりを見せるものの、

都市集積的メリットとしての、交通インフラや

防災体制、福祉、教育環境などにたいする依存

感覚はそれほど高いとは言えず、集落の自己充

足的完結性を色濃く残している。 
またアンケート結果によると、緊急時など究

極的な依存は親族のみに頼る心情が強く、 

図 3 夫婦出身地別の他者依存心情  

                       
地縁的な結合に対する孤独な依存感覚が底流に

存在している。また血縁と地縁の重層的なネッ

トワークにおいて、地元出身者ほど血縁に頼る

心情をあらわしており、血縁依存が、疑似地縁

化傾向を見せている可能性が高い。この見かけ

上安定的な相互依存は、高齢化とともに弱体化

する傾向は否めず、将来への不安定感につなが

っていることが予想される。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4個別ヒアリング対象9軒の親族居住位置分布 

 

アンケート結果とヒアリング結果のギャップ 

一方、将来の空家予測調査によると、アンケー

ト結果においては楽観的な結果が出ているにも

かかわらず、ヒアリングによる問い詰めとの間

には、大きなギャップが存在する。 
 

 
図 5 詳細ヒアリングによる   図 6 アンケートとヒアリング 

 

後継者居住予測の不一致 

これは後継者について、資産が継承されるこ

とと、居住が継承されることの間に、将来予測

のずれが生じていることを示しており、突き詰

めてみるとそれを支える地域コミュニティへの

確信も揺らいでいることが想像される。 
購買行動調査においては、相互扶助、相互依

存の地縁性は、現在も濃密な温かい近隣関係と

して日々の生活を成り立たせている。しかし悉

皆アンケート調査、個別インタヴューをとおし

深層に踏み込むと、そこには親族ネットワーク

と、地縁ネットワークの弱体化が示唆されてい

る。かねてより安定的と思われていたコミュニ

ティにおいて、親族ネットワークが集落の歴史

において、地縁ネットワークと相同的にオーバ

ーラップしてきたことは論を待たない。しかし

慣性力として持続的に継続されてきた日常の知

恵としての相互依存関係の背後には、世代構成

の変化や生活基盤の移行が、将来予測において、

現実に起きている実体的な現象との間にずれを

生じてきていると考えられる。 



 

 

その断層面に顕れる露床のように、20 年後の

空地・空家予測調査の分布結果は、道からのア

クセスの難度が高い傾斜地集落の中心部への偏

在傾向が顕著に現れている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

図 7 アンケート結果による 20 年後の空地・空家分布予測  

これは結果的に、傾斜地形がもたらす負の利

便性と集落内の構造的な変化が、景観変容とし

て視覚化されていく傾向を示しており、将来予

測の不明な回答数を考慮すると、この傾向はは

るかに助長されることが予想される。 
 

５,結論 

日常の相互依存関係が重層的に存在し、見か

け上安定的なコミュニティが形成されている。

しかし意識と実態的な将来予測の変化には大き

な差があり、日常生活における心的な認識が、

過去からの慣性力として引き継がれていること

を示している。 
また住領域の拡散、高齢化、車の使用、半郊

外型量販店への依存など時代的変遷に伴い、子

の市街地への流出傾向を示し、一親等間の世帯

分離が趨勢となっている。その結果将来におけ

る集落の空洞化が懸念される。  
一方社会資本への重点的な再編において、コ

ンパクトシティ化が叫ばれる昨今、その周辺に

立地する農山漁村集落は、コンパクトヴィレッ

ジとして、長く持続してきたコミュニティや居

住環境の長所を生かしつつ、都市機能を享受し

うる条件を備えているとも考えられる。 
これは今後の低密度化、空地化の進行に伴い、

居住環境の新しい側面を浮き上がらせる可能性

を秘めているとも考えるべきであり、新たな市

街地近郊集落像の模索が望まれている。 
（２）震災被害に対する脆弱性の把握 

木造在来構法住宅の 9 軒において耐震診断の

サンプリング調査を行い、集落内における住宅

の耐震性能の傾向を把握すると共に、火災時の

延焼による危険性や避難経路の有効性を把握し、

住民とのワークショップをとおし、自主防災体

制強化に向けた基礎資料を作成する。 

 

築年数と家屋構成 

全戸アンケートの集計より、回答世帯数全

435軒中194軒が築20年〜40年の家屋と最も多

く 1967 年〜1987 年に建てられた家屋であり、

今後 20 年〜40 年の間に家屋更新時期が訪れる

と考えられる。また、築 60年以上の家屋の割合

は 13.5％だが、空き家の多さを踏まえるとその

数はそれをさらに上回る。 

家屋築年数の分布を班毎にプロットし視覚化

すると、築４０年以上（アンケート項目では築

４０年〜６０年＋築６０年以上）の家屋はハマ

の近くで平坦な場所に密集しており、築４０年

以上の家屋が５０％以上存在している。 

これは集落形成の歴史を物語るものであり、

ハマ側に古い家屋が多く、ムネ側には新しい家

屋が多く、築６０年以上の住宅は、西、中、池、

東の幹線ルートとなっている路地に沿って多く

見られる（図-1）。  

 

雑賀崎集落は自然災害、特に台風の影響が大きく、

1934年の室戸台風、1951年のジェーン台風などに

より多くの被害を受けてきた。特に、1961 年に襲

来した第二室戸台風は瞬間最大風速56.7メートル

を記録し、被害が大きかった家屋は骨組みだけが

残されたとも言われている。この台風以後、多く

の家屋が建て直され、このとき新築された家屋が

現在の築５０年弱のものであり、RC 造が増加した

時期に一致している。この頃は高度成長期にあた

り、風当たりの強い場所で工事可能な集落の外縁

部においてRC造化が進み、中腹部には旧来の木造

家屋が集中的に残存する現在の集落構成が形成さ

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1班別築40年以上家屋率 図2袋小路と一方向避難家屋分布 

 

路地形状  

路地の特徴を見ると、ザイショの中の路

地幅員は 0.7mから 2.5mで構成されている。



 

 

傾斜のきつい西ノ丁・中ノ丁は平均的に幅

員が狭く、多くが 1.5m 未満となっている。

路地は浜に沿って建ち並んでいた家並から

山に登る筋として確保されていたものであ

り、肥桶を頭に載せて畑に運ぶ程度の筋と

して数本が確保されていたようだ。その後

人口が増えるに従い山側に家並が延びてい

ったものの、ハマへの出口近辺は幅員の狭

い状態が固定されたまま、現在のボトルネ

ックの状態が固定されてきた。また市道と

して指定されている路地においても、官民

境界にはあいまいな部分も多く、住民の言

によれば長い年月の経過による各戸の増改

築に伴い、次第に路地幅が縮小してきたと

いう複雑な課題を抱えている。 

また急傾斜地ならではの立地条件に起因

して、入り組んだ路地の先には袋小路も多

く、ハマとムネに挟まれたザイショの中だ

けで、82 箇所も存在している（図-2）。 

これは緊急時には避難経路が塞がれ、

火災時の類焼の危険性に対しては、各戸

がそれぞれ耐震、防火性能においての自

己防衛を迅速に強化しなくてはならない

ことを物語っている。 

 

耐震診断結果 

調査診断結果の数値は、築年数によってばら

つきが出てくることが想定されるため、可能な

限り建設年代の異なる家屋をサンプルとして選

定し、集落内における計９軒の耐震診断を行い

密集集落における耐震性能の数値を算出した。 

 この耐震診断については、雑賀崎集落の池ノ

丁から５軒、中ノ丁から３軒、東ノ丁から１軒

で行なった。これら数値は、家屋の間取り、壁

の厚み、筋交いの有無、面積に対する壁の割合

等から算出されるもので、数値は「1.5 点以上

は倒壊しない」、「1.0以上～1.5未満は一応倒壊

しない」と判定されるものである。調査の結果、

対象家屋９軒の平均値は 0.28。本研究で診断し

た家屋全てが倒壊する可能性が高いと診断され

た。なお耐震診断した９軒のうち最高値が 0.45、

最低値が 0.07であった。 

最も築年数の経っている no.4は大正 10年築

（築 87 年）であり診断結果は 0.27、それに比

べ、最も値が低かった no.9の家屋は昭和 51年

築（築 32年）であり 0.07であった。そして、

no.1の家屋は昭和52年築（築31年）は数値0.45

となっている。最も新しい家屋の数値が高かっ

たことで、診断数値と築年数との関係があるよ

うに思われるが、築 87年の家屋が 0.27、築 32

年が 0.07と築年数 55年の差がありながら大正

に建てられた no.4 の家屋より、no.9 の数値が

低いことや、最高値 0.45の no.1と最低点 0.07

の no.9 との築年数は１年の差しかないことか

ら、築年数と数値にはかなり大きなばらつきの

あることが観測された。 

 

図 3 耐震強度と路地の関係 

 

耐震強度と路地の関係 

診断結果のばらつきは、平面形状とその条件

によることは明らかであり、隣家が接する道に

面する部分には開口部が設けられず、結果とし

て数値が極端に低くなっている。 

今回診断した家屋の中で最も数値が高く、診

断数値 0.45 だった no.1 の家屋は、間口約 6m、

奥行き約９m と耐力壁や開口部のバランスが良

い事例であっても耐震性能には不安が残されて

いる。特に雑賀崎集落内には狭小住宅が多く、

限られた敷地に限られた居住面積を有効に使う

ため、各部屋の境界は壁が少なく、建具により

仕切られている場合が多い。一般的に日本の民

家においては、この間取りの伸縮性がハレとケ

の空間に対応する平面形式として受け継がれて

きたが、耐震性能においては厳しい状態を生み

出している。 

これは比較的平坦地に発達した農村民家の影

響を色濃く残す間取りが、傾斜環境下では変形

され、水平力に対してバランスの悪い壁配置と

なりやすくなっているのも一因と考えられる。 

この結果事例として示した（図 3）のＸ軸、

Ｙ軸の座標による分析結果は、全９軒のうち８

軒が路地に対して平行方向に弱く、ねじれによ

る倒壊は隣家側に倒れやすい傾向となっている。 

また no.3は、数値結果として 0.16と全９軒

のうち２番目に数値が低く、一部壁面をブロッ

ク積みとしているため、構造上の信頼性におい

ては耐震性能を期待することは出来ず、同じよ

うに数値が小さく出てくるものが集落には多く

混在していることが推測される。 

 

火災に対する脆弱性 

火災は倒壊家屋からの発生と、延焼に対す

る防火性能に大きく左右されるが、密集集落



 

 

においては、近接して建ち並んでいるため、

４周は全てが延焼の恐れのある部分となって

いる。密集集落においては開口部からの延焼

被害が強く懸念されているが、プライバシー

確保のため隣家の開口部の無い場所に開口部

を設けるなど、開口部同士が重なっている場

合は少なく、防火性能としては隣家の開口部

に面している壁が不燃であることにより、少

しは延焼時間を遅らせることが出来ると考え

られる。 

一方、路地に面する部分においては、全て

の家屋が採光、換気のための大きな開口部に

よって占められており、消防署においては一

部屋の延焼時間５分と言われている速度によ

る類焼の恐れが極めて高くなっている。この

ため外壁の不燃化と共に網入りガラスの使用、

路地幅員の確保など延焼時間を遅らせる努力

が重要であり、今後増加の傾向が見られる空

地の防火帯としての効用も配慮した、地区住

民によるきめ細かく総合的な防災対策が重要

な役割を占めていると言える。なお外壁の木

質環境の維持と不燃化および耐震補強につい

ては、構造用防火パネル素材や難燃塗料の一

層の開発が望まれる。 
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